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（Herzlinger and Nitterhouse 1994, p.9）．
日本でも，1998 年に特定非営利活動促進法（以下，NPO 法）が施行され，特定非営利活









































3次に第 2 章では，NPO 法人による会計処理の状況を把握するとともに，その問題点を明





続いて第 3 章では，「NPO 法人財務データベース」構築のプロジェクトを通じて把握され
た，NPO 法人の財政実態と会計上の問題点について検討する．このプロジェクトでは，全
国の NPO 法人 12,509 件分の財務諸表を収集し，基本的な財務情報をデータベース化するこ
とに取り組んでおり，その結果として把握された NPO 法人の全体的な財政構造を調査して










































































































































































































































































































































































































本稿では，愛知県における全 NPO 法人の 2003 年度事業報告書等を集計し，NPO 法人の
財政状態を明らかすることにより，NPO 法人が負うべきアカウンタビリティの実態につい
て検討する．愛知県は 2005 年 2 月 28 日時点で，人口 1 人当たり NPO 法人数は全国で下か
ら 3 番目と少ないものの，NPO 法人数は 636 団体で全国 8 番目であり，ある程度の活動規




査結果を概観しておく．少し古いデータになるが表 2 によると，2000 年度における NPO 法
人の収入のうち，会費及び入会金，寄付金及び協賛金，補助金及び助成金など，民間や行





表 2 全国の NPO 法人の収入構造（2000 年度実績）
サンプル数=2,164
総額 平均 比率
会費・入会金収入 2,409,421,358 1,113,411 7.2%
寄付金・協賛金等 3,367,759,787 1,556,266 10.1%
補助金・助成金等 4,817,357,113 2,226,135 14.4%
事業収入 18,676,197,753 8,630,406 55.8%



































表 3 愛知県の NPO 法人の収入構造（2003 年度実績）
サンプル数=428
総額 平均 比率
会費・入会金収入 296,614,054 693,023 5.6%
寄付金収入 312,162,641 729,352 5.9%
補助金・助成金収入 377,136,356 881,160 7.2%
事業収入 4,214,400,305 9,846,730 80.0%




表 3 の通り，愛知県の NPO 法人の場合，会費や寄付，補助金など，社会からのサポート






を見ることにする．表 4 によると 100 万円以上の支援を得ている NPO 法人は，会費・入会
金については 15.5％，寄付金については 13.3％，補助金・助成金についても 13.3％しかな
かった．また寄付金については 44.4％，補助金・助成金に至っては 75.0％もの NPO 法人が，
1 円も受けていないという状況である．したがって，NPO 法人の中でも団体間の格差は大
きく，民間から一定規模の支援を受けている NPO 法人は，ごく一部に限られている．








ば，補助金・助成金については 89.3％，委託事業については 85.3％の NPO 法人が，何らの
支援も受けていない状態である．また 100 万円以上の資金を受けている団体は，補助金・
助成金では 4.4％，委託事業では 11.4％しかない7．最近，NPO と行政との協働が盛んに叫
ばれているが，資金面での協力関係はあまり進んでいない．したがって，今のところ納税
者に対しても，NPO 法人が負うべき受託責任は非常に限定的であると言うことができる．
引き続いて，NPO 法が定める 17 種類の活動分野別にアカウンタビリティの状況を見るこ
とにする．会費・入会金，寄付金及び補助金・助成金（行政除く）を「民間サポート収入」，
行政からの補助金・助成金及び委託事業を「行政サポート収入」とし，各サポート収入に
ついて 500 万円以上受け入れている団体を，主な活動分野別に示すと表 6 のようになる8．






















法人は，年間収入が 500 万円未満の団体では 28.3％であるのに対して，500 万円以上の団










ものの，500 万円以上の支援を受けている NPO 法人はどの分野も 1 割から 2 割程度であり，
大差はないのが現状である．
表 4 愛知県の NPO 法人に対する民間サポートの構造（2003 年度実績）
団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率
0円 78 18.2% 190 44.4% 321 75.0%
1円以上，100万円未満 284 66.3% 181 42.3% 50 11.7%
100万円以上，500万円未満 53 12.4% 45 10.5% 48 11.2%
500万円以上，1,000万円未満 11 2.6% 9 2.1% 7 1.6%
1,000万円以上，5,000万円未満 2 0.5% 2 0.5% 2 0.5%
5,000万円以上，1億円未満 0 0.0% 1 0.2% 0 0.0%
合計 428 428 428
補助金・助成金収入（行政除く）会費・入会金収入 寄付金収入
出所：NPO 法人が提出した事業報告書等より筆者作成
表 5 愛知県の NPO 法人に対する行政サポートの構造（2003 年度実績）
団体数 比率 団体数 比率
0円 382 89.3% 365 85.3%
1円以上，100万円未満 27 6.3% 14 3.3%
100万円以上，500万円未満 9 2.1% 28 6.5%
500万円以上，1,000万円未満 4 0.9% 10 2.3%























保健・医療・福祉 169 7 5 1 13 3 9 12
学術・文化・芸術・スポーツ 41 4 1 0 5 0 2 2
NPO支援 13 2 1 0 3 2 2 4
まちづくり 40 2 1 0 3 3 0 3
子どもの健全育成 42 1 2 0 3 3 0 3
人権擁護・平和推進 11 2 2 0 4 0 0 0
災害救援活動 6 1 1 0 2 0 2 2
国際協力 17 2 0 1 3 0 0 0
環境保全 35 0 1 0 1 1 1 2
男女共同参画社会の形成 10 1 0 0 1 2 0 2
社会教育 29 1 0 0 1 0 1 1
地域安全活動 1 0 0 0 0 0 0 0
情報化社会 4 0 0 0 0 0 0 0
科学技術 3 0 0 0 0 0 0 0
経済活動の活性化 3 0 0 0 0 0 0 0
職業能力開発・雇用機会拡充 4 0 0 0 0 0 0 0
消費者保護 0 0 0 0 0 0 0 0





ただし，介護保険や支援費に関わる事業を行う NPO 法人については，上記に示した 2 つ
の社会的支援（民間サポートと行政サポート）だけではなく，介護保険や支援費の制度か
ら得る資金に対しても，公の責任を負っている．これらの事業を実施する団体の事業収入












































100万円未満 41 7 0 0
100万円以上，500万円未満 52 15 8 6
500万円以上，1,000万円未満 16 8 2 1
1,000万円以上，5,000万円未満 15 11 5 3
5,000万円以上，1億円未満 2 2 0 0






















書が 133 団体（提出法人中 31.1％）に認められた．
そのうち 63 団体については，書類の記載ミス又は計算違いなどによる軽微な異常である
と推測されたが，残りの 70 団体（提出法人中 16.4％）については，整合性を全く確認する





公益法人 25,825 団体が受ける会費収入は 9,711 億円，寄付金収入は 2,516 億円，行政以外

























74.4％，報告義務の重要性について否定的な回答をした NPO 法人は 37.7％，市民に対する
アカウンタビリティとしての事業報告書等の有用性に対して否定的な回答をした NPO 法人
は 37.6％に上り，その傾向は予算規模の小さな団体に顕著であった．
また NPO 法人間の収入格差も問題である．表 10 によると，愛知県では経常収入が 1,000
万円未満の NPO 法人が 323 団体（75.5％），そのうち 100 万円未満の NPO 法人が 173 団体









介護保険及び支援費事業を実施しており，その金額は 2 億 3,782 万円であった．
21
表 10 愛知県の経常収入規模別 NPO 法人数（2003 年度実績）
団体数 比率 経常収入総額 比率
100万円未満 173 40.4% 51,030,904 1.0%
100万円以上，500万円未満 91 21.3% 216,144,624 4.1%
500万円以上，1,000万円未満 59 13.8% 406,559,796 7.7%
1,000万円以上，5,000万円未満 77 18.0% 1,891,191,089 35.9%
5,000万円以上，1億円未満 20 4.7% 1,423,407,854 27.0%




なお，図 1 は愛知県における NPO 法人の収入規模の不均一性を図表化したものであり，
収入規模が小さい順に NPO 法人を並べた場合における，累積経常収入をグラフにしている．
完全に平等な状態となる 45 度線と比較すると，累積経常収入金額は大きく右下方にカーブ
を描いている．不平等度を表すジニ係数は 0.78 であり，NPO 法人の収入格差が非常に大き
いことが分かる．
したがって，多くの NPO 法人は財政基盤が脆弱であり，ディスクロージャーに対応する
ための人員を十分に確保することができない．表 11 によると，半数近くの NPO 法人は全く










































































































アメリカの NPO 会計基準については，日本でも多く研究が行われている（若林 1997，藤
井 1998，武田・橋本 1999）．NPO に関わる基準書には，財務会計基準書第 93 号「NPO に
よる減価償却費の認識」（1987），第 95 号「キャッシュ・フロー計算書」（1987），第 116 号
「受け入れた寄付及び提供した寄付に関する会計」（1993），第 117 号「NPO の財務諸表」
（1993），第 124 号「NPO が保有する特定の有価証券のための会計」（1995），第 136 号「他
























その結果，アメリカの財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board（以下，
FASB））では，非営利組織が統一的に従うべき会計基準を明示しており1，非営利組織は資
1
非営利組織に関する会計基準には，財務会計基準書第 93 号「NPO による減価償却費の認
識」（1987），第 95 号「キャッシュ・フロー計算書」（1987），第 116 号「受け入れた寄付及
び提供した寄付に関する会計」（1993），第 117 号「NPO の財務諸表」（1993），第 124 号「NPO
が保有する特定の有価証券のための会計」（1995），第 136 号「他の団体への寄付金を調達




























る調査が行われている．日本公認会計士協会近畿会（2001）では大阪府（2000 年度 98 団体），







なお，調査対象としたのは愛知県所轄の NPO 法人が提出した 2003 年度の事業報告書等
であり，原則として 2003 年 1 月 1 日から 2003 年 12 月 31 日までに事業年度が開始するも












る．表 2 の通り，86％の団体で流動比率は 100％を超えており，短期的な支払能力は確保さ
れているように見える．







末日後 3 ヵ月以内）提出率は 64.9％であった．ただし，本稿では期限後に提出された事業















団体数 比率 団体数 比率
百万円未満 260 60.8% 245 57.2%
百万円以上，5百万円未満 112 26.2% 99 23.1%
5百万円以上，1千万円未満 28 6.5% 35 8.2%
1千万円以上，5千万円未満 25 5.8% 44 10.3%
5千万円以上 3 0.7% 5 1.2%























団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率
0円未満（マイナス） 132 30.9% 139 32.5% 77 18.0%
0円以上，百万円未満 203 47.4% 202 47.2% 202 47.2%
百万円以上，5百万円未満 65 15.2% 62 14.5% 83 19.4%
5百万円以上，1千万円未満 12 2.8% 12 2.8% 29 6.8%
1千万円以上，5千万円未満 16 3.7% 13 3.0% 31 7.2%
5千万円以上 0 0.0% 0 0.0% 6 1.4%




愛知県において NPO 法人が提出した 2003 年度事業報告書等のうち，「特定非営利活動に係




表 5 会計上問題が認められる NPO 法人
団体数 比率
全団体数 428
(1) 貸借の不一致 11 2.6%
(2) 前期繰越の不一致 79 18.5%

































NPO 法人は「不特定かつ多数のものの利益」（NPO 法第 2 条第 1 項）を目的として活動
を行う組織であり，収益事業は，特定非営利活動に支障がない範囲で認められている（内
閣府 2003b）．そのため，NPO 法人は「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」を



































団体数 構成比 団体数 構成比
その他事業あり 190 44.4% 190 44.4%
1千万円以上，2千万円未満 1 0.2% 1 0.2%
5百万円以上，1千万円未満 4 0.9% 4 0.9%
百万円以上，5百万円未満 11 2.6% 11 2.6%
1円以上，百万円未満 22 5.2% 23 5.4%
0円 152 35.5% 151 35.3%
その他事業なし 238 55.6% 238 55.6%















































































る必要があるとして，事業費が総支出額に占める割合を 2 分の 1 以上とすることを推奨し，





思われるが，NPO 法人が置かれている実態を反映していない．表 8 によると，愛知県では
45％の団体で経常支出総額に占める事業費割合が 2 分の 1 以下となり，36％の団体で同割














































団体数 比率 団体数 比率
0円未満（マイナス） 5 7.4% 163 45.3%
0円以上，百万円未満 6 8.8% 153 42.5%
百万円以上，5百万円未満 18 26.5% 31 8.6%
5百万円以上，1千万円未満 8 11.7% 8 2.2%
1千万円以上，5千万円未満 26 38.2% 4 1.1%
5千万円以上 5 7.4% 1 0.3%



























































































第３章 NPO 法人の財政実態と会計的課題－「NPO 法人財務データ
ベース」構築への取り組みから－
１ 研究の目的
1998 年 12 月に特定非営利活動促進法（以下，NPO 法）が施行されて以来，2007 年 4 月
末累計で 31,362 団体が特定非営利活動法人（以下，NPO 法人）の認証を受けており（内閣
府 website），少子高齢化や団塊世代の大量退職が進展し，地域活動が盛んになれば，今後
も団体数はさらに増加することが予想される．


















1 NPO 法人の事業報告書等をインターネットで公開しているのは，2007 年 4月 11 日時点で，
内閣府，千葉県，神奈川県，長野県，静岡県，三重県，京都府，鳥取県，香川県，高知県，






























































































































27 役員報酬 管理費等に含まれる役員報酬 金額が記載されていなければゼロとして
入力している






















































































































そ の 他 の 事 業 会 計
出所：筆者作成
他方，非営利組織の財務データベースとして世界的に有名なものに，アメリカの「ガイ
ドスター」（Philanthropic Research, Inc. website）がある．ガイドスターは，フィランソロピ
ック・リサーチというパブリック・チャリティ（501(c)(3)税制優遇団体）が運営する民間の




アメリカでは，税制優遇を受ける団体は，総収入が 2 万 5 千ドルを超える場合，Form 990





























4 Form 990 は内国歳入庁に提出する申告書であり，NPO の会計基準は FASB（財務会計基準
審議会）が別途定めている．そのため，アメリカの NPO は，FASB 基準に従ってアニュア
ル・レポート用に作成した財務諸表を，Form 990 の形式に組み替えて内国歳入庁に提出し
ている．その結果，アニュアル・レポートと Form 990 に記載される財務データに差異を生
じるケースがあるが，財務分析等においては，比較可能な情報を容易に入手できる Form 990



















































































































































ができる．以下，2003 年 12 月以前に全国で認証された 12,509 件分の NPO 法人の財政実態
を概観することとするが，その前に活動分野別及び所轄庁別に見た NPO 法人数を確認して
おきたい．




















































































図 2 所轄庁別 NPO 法人数の構成













































































の分布は表 4 に示す通りであった9．NPO 法人は，一般に言われる通り小規模団体が多く，
収入額 5 百万円未満の団体が 60.1％（うち百万円未満 35.8％）を占める．また，平均収入







活動分野別に見ると，「保健・医療・福祉」と「NPO の援助」では，経常収入が 500 万円
未満となる団体は，それぞれ 49.2%と 47.7%になり低めであるが，その他の分野については





医療・福祉」と，市民活動センター運営などの行政委託がある「NPO の援助」が 5 百万円
を超えており，比較的規模が大きな団体の比率が高くなっている．
9
原則として，2003 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までに開始する事業年度を対象としており，
分析対象となる 12,509 団体以外に，事業報告書等を提出していない団体が 1,525 件あった
（未提出率 10.9％）．所轄庁への期限内（期末日後 3 ヶ月以内）提出率は 6～7 割程度であ
るが，本データベースでは，資料収集時点（2005 年 4 月頃）までに提出されたものを全て
集計対象としているため，未提出率が低くなっている．また，内閣府（website）によると，
2003 年 12 月末時点での認証累計数（解散団体を除く）は 14,522 団体であり，本データベ






































全体 12,509 35.8 24.3 11.2 16.1 5.7 4.4 2.5 2,686 15,800 22,852
保健・医療・福祉 4,873 29.1 20.1 10.5 19.8 9.1 7.4 4.0 5,312 22,000 29,289
社会教育 1,233 45.3 25.7 9.1 12.7 3.1 2.4 1.8 1,402 13,300 46,353
まちづくり 1,474 43.1 28.6 10.0 12.1 3.1 2.3 0.9 1,463 8,220 6,656
学術・文化・芸術・スポーツ 1,382 36.1 29.5 12.5 14.6 3.5 2.2 1.5 2,206 9,624 12,049
環境保全 1,170 45.6 25.0 11.1 13.6 2.6 1.5 0.7 1,277 7,129 8,644
災害救援活動 80 46.3 31.3 6.3 7.5 3.8 2.5 2.5 1,074 24,200 5,104
地域安全活動 92 46.7 21.7 9.8 13.0 4.3 2.2 2.2 1,332 14,200 3,971
人権擁護・平和推進 253 35.6 27.7 10.3 14.2 5.5 3.2 3.6 2,166 31,700 19,513
国際協力 603 38.8 27.7 13.3 11.3 3.2 3.5 2.3 1,980 21,800 68,800
男女共同参画社会の形成 98 21.4 34.7 16.3 16.3 5.1 4.1 2.0 4,103 12,300 2,906
子どもの健全育成 813 27.8 25.8 17.3 19.2 4.3 3.6 2.0 4,071 12,800 18,815
情報化社会 79 43.0 36.7 6.3 10.1 2.5 1.3 0.0 1,510 4,772 13,231
科学技術 19 52.6 15.8 15.8 15.8 0.0 0.0 0.0 710 4,523 17,278
経済活動の活性化 66 53.0 30.3 7.6 7.6 1.5 0.0 0.0 896 3,099 11,115
職業能力・雇用機会 49 57.1 14.3 14.3 12.2 0.0 0.0 2.0 652 6,326 4,615
消費者保護 28 60.7 28.6 3.6 3.6 3.6 0.0 0.0 500 3,345 11,600
NPOの援助 197 31.5 16.2 15.7 18.3 10.7 6.1 1.5 5,485 15,200 21,272
出所：山内他（2007）
図 3 主な活動分野別に見た収入構造



















事業収入 補助金・助成金収入 寄付金収入 入会金・会費収入 その他
出所：山内他（2007）
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NPO 法人には寄付・助成等の支援が多く行われるイメージがあるが，図 3 によると総収










さらに，所轄庁別に収入規模を見た場合，表 5 に示す通り，少ない場合でも 4 割，多い
場合では 7 割の団体が 5 百万円未満であるため，小規模団体の活性化・運営健全化が，ど
の地域でも大きな課題となっている．
例えば，内閣府，東京都，島根県では，平均収入額が 2 千万円を超えており，また内閣












































全体 12,509 35.8 24.3 11.2 16.1 5.7 4.4 2.5 2,686 15,800 3,566,000 人権擁護・平和推進
内閣府 1,156 39.7 23.0 9.1 14.1 5.0 5.4 3.7 2,071 21,222 3,166,000 社会教育
北海道 472 29.9 23.3 11.7 21.2 6.1 5.9 1.9 4,572 14,702 235,100 国際協力
青森県 76 21.1 40.8 11.8 17.1 0.0 6.6 2.6 3,280 13,689 230,700 環境保全
岩手県 113 31.0 30.1 19.5 13.3 3.5 1.8 0.9 2,716 8,312 137,300 保健・医療・福祉
宮城県 186 34.4 24.2 10.2 17.7 6.5 5.4 1.6 2,686 12,589 140,000 保健・医療・福祉
秋田県 72 56.9 18.1 6.9 12.5 5.6 0.0 0.0 797 5,273 48,569 保健・医療・福祉
山形県 100 27.0 30.0 17.0 16.0 4.0 4.0 2.0 3,817 12,579 175,700 保健・医療・福祉
福島県 139 25.2 24.5 12.9 20.9 5.8 7.9 2.9 5,023 15,883 129,000 保健・医療・福祉
茨城県 118 31.4 28.8 16.9 14.4 5.9 1.7 0.8 3,248 9,031 105,300 保健・医療・福祉
栃木県 145 35.2 23.4 11.0 16.6 6.9 5.5 1.4 2,537 12,456 111,000 保健・医療・福祉
群馬県 257 45.1 21.0 8.2 15.6 5.1 3.1 1.9 1,564 10,212 176,300 保健・医療・福祉
埼玉県 358 39.7 24.0 9.5 13.7 5.9 4.2 3.1 2,179 15,046 406,400 保健・医療・福祉
千葉県 442 37.8 23.1 10.0 19.2 6.3 2.5 1.1 2,643 10,855 270,900 まちづくり
東京都 2,526 34.8 22.1 10.8 17.2 6.1 5.2 3.8 3,115 23,915 3,566,000 人権擁護・平和推進
神奈川県 754 26.9 24.8 11.7 19.8 8.6 5.7 2.5 4,284 17,357 373,200 保健・医療・福祉
新潟県 164 31.7 32.3 14.0 14.6 4.9 1.8 0.6 2,436 8,373 140,100 子どもの健全育成
富山県 60 38.3 18.3 6.7 16.7 8.3 5.0 6.7 2,018 19,268 131,600 保健・医療・福祉
石川県 107 35.5 23.4 15.9 14.0 7.5 1.9 1.9 2,663 10,627 158,600 保健・医療・福祉
福井県 85 35.3 32.9 9.4 18.8 3.5 0.0 0.0 1,849 5,376 40,828 学術・文化・芸術
山梨県 71 42.3 32.4 8.5 15.5 0.0 1.4 0.0 1,407 5,020 72,922 社会教育
長野県 168 23.8 29.8 11.3 21.4 7.7 5.4 0.6 4,371 13,160 100,600 保健・医療・福祉
岐阜県 172 35.5 23.3 13.4 17.4 4.7 5.2 0.6 3,555 11,171 134,300 保健・医療・福祉
静岡県 312 43.9 18.3 13.5 16.3 3.2 2.6 2.2 1,898 12,658 478,800 保健・医療・福祉
愛知県 380 36.6 21.3 14.7 13.2 6.8 5.3 2.1 2,691 13,735 237,800 保健・医療・福祉
三重県 198 38.4 27.8 8.1 17.2 3.5 2.5 2.5 2,006 12,398 310,600 保健・医療・福祉
滋賀県 145 37.9 29.0 10.3 11.7 7.6 2.1 1.4 2,075 10,181 209,000 保健・医療・福祉
京都府 371 39.6 28.8 8.9 15.1 3.5 2.7 1.3 1,725 12,263 1,209,000 保健・医療・福祉
大阪府 951 36.6 24.3 10.5 14.6 5.8 4.9 3.3 2,392 14,689 267,400 保健・医療・福祉
兵庫県 396 33.3 25.8 11.9 16.7 7.1 3.0 2.3 3,155 13,535 302,600 保健・医療・福祉
奈良県 92 33.7 34.8 10.9 8.7 9.8 2.2 0.0 2,204 8,514 81,959 保健・医療・福祉
和歌山県 85 47.1 24.7 9.4 12.9 1.2 3.5 1.2 1,120 9,276 236,800 保健・医療・福祉
鳥取県 48 37.5 33.3 10.4 12.5 0.0 4.2 2.1 1,743 9,450 166,800 保健・医療・福祉
島根県 46 19.6 17.4 17.4 15.2 19.6 8.7 2.2 7,841 23,827 217,100 学術・文化・芸術
岡山県 167 47.3 21.0 11.4 10.2 4.8 4.2 1.2 1,042 11,307 484,200 人権擁護・平和推進
広島県 167 32.9 34.1 13.2 10.8 4.8 3.0 1.2 2,398 9,114 156,400 保健・医療・福祉
山口県 109 45.9 19.3 13.8 16.5 0.9 3.7 0.0 1,376 7,611 86,920 保健・医療・福祉
徳島県 45 26.7 31.1 22.2 6.7 4.4 8.9 0.0 3,610 12,237 93,081 保健・医療・福祉
香川県 79 43.0 22.8 11.4 16.5 2.5 2.5 1.3 1,480 9,416 191,400 保健・医療・福祉
愛媛県 105 33.3 31.4 14.3 10.5 2.9 4.8 2.9 1,899 12,318 149,300 保健・医療・福祉
高知県 85 48.2 22.4 9.4 12.9 3.5 2.4 1.2 1,763 6,336 64,205 まちづくり
福岡県 364 34.1 26.6 10.4 15.4 6.6 4.9 1.9 3,060 13,105 252,400 社会教育
佐賀県 66 34.8 28.8 13.6 10.6 7.6 0.0 4.5 2,050 13,366 193,300 保健・医療・福祉
長崎県 75 29.3 26.7 10.7 22.7 5.3 2.7 2.7 2,906 15,252 297,500 保健・医療・福祉
熊本県 145 43.4 23.4 11.0 13.8 2.8 4.1 1.4 1,460 9,649 129,400 保健・医療・福祉
大分県 96 45.8 24.0 14.6 9.4 4.2 2.1 0.0 1,255 6,658 85,508 子どもの健全育成
宮崎県 75 25.3 32.0 10.7 16.0 12.0 4.0 0.0 3,804 12,389 80,189 学術・文化・芸術
鹿児島県 96 32.3 29.2 12.5 19.8 2.1 4.2 0.0 2,851 8,382 77,272 保健・医療・福祉






NPO 法人の特定非営利活動に係る支出総額は 1,825 億円であり，その平均値は 1,459 万円
であった．また，支出額の中間値は 267 万円であり，ほぼ収入額と均衡しており，収入の
範囲内で支出をカバーしながら，活動を継続している状態であると考えられる．

































全体 12,509 39.9% 71.7% 6.5% 7.9% 5.3% 8.6%
保健・医療・福祉 4,873 37.8% 69.7% 6.8% 7.4% 6.9% 9.1%
社会教育 1,233 47.0% 71.5% 6.1% 8.6% 4.2% 9.6%
まちづくり 1,474 41.9% 72.0% 5.2% 9.3% 5.0% 8.5%
学術・文化・芸術・スポーツ 1,382 36.2% 75.2% 6.7% 6.9% 4.0% 7.2%
環境保全 1,170 52.8% 70.7% 6.7% 10.0% 3.4% 9.2%
災害救援活動 80 16.3% 73.8% 8.8% 7.5% 1.2% 8.8%
地域安全活動 92 25.9% 69.6% 4.3% 17.4% 2.2% 6.5%
人権擁護・平和推進 253 99.0% 72.3% 6.3% 9.5% 5.6% 6.3%
国際協力 603 31.9% 73.1% 6.8% 6.8% 3.7% 9.6%
男女共同参画社会の形成 98 32.1% 85.7% 3.1% 4.1% 3.0% 4.1%
子どもの健全育成 813 34.4% 77.7% 6.6% 3.7% 5.4% 6.5%
情報化社会 79 26.6% 68.4% 7.6% 17.7% 2.5% 3.8%
科学技術 19 47.0% 73.7% 0.0% 21.1% 0.0% 5.3%
経済活動の活性化 66 74.7% 66.7% 3.0% 16.7% 1.5% 12.1%
職業能力・雇用機会 49 54.4% 69.4% 4.1% 8.2% 2.1% 16.3%
消費者保護 28 15.9% 46.4% 17.9% 25.0% 0.0% 10.7%











総額は 464 億円であり，平均値は 371 万円であった．しかし，中央値は 25 万円にとどまる
ため，大半の団体において内部留保がほとんどゼロ又はマイナスの状態であり，一部の大
規模団体に純財産が集中していると考えられる．
そのため，表 7 に示す通り，67.8％の団体では純財産が 100 万円未満となっており，その



























正味財産残高 0.9 18.2 48.7 24.6 6.6 0.7 0.5
正味財産増加額 0.6 31.4 50.6 15.1 2.2 0.1 0.1
正味財産残高 0.8 18.9 38.7 30.4 9.8 0.9 0.4
正味財産増加額 0.8 30.4 43.9 21.1 3.7 0.1 0.1
正味財産残高 1.3 17.8 56.2 19.1 4.2 0.5 0.9
正味財産増加額 0.5 31.1 55.6 10.8 1.5 0.4 0.2
正味財産残高 0.6 17.4 57.5 20.5 3.3 0.3 0.3
正味財産増加額 0.5 28.6 58.6 11.7 0.5 0.1 0.0
正味財産残高 0.9 20.6 52.5 19.8 4.8 0.8 0.6
正味財産増加額 0.8 35.7 51.7 10.4 1.1 0.2 0.1
正味財産残高 0.9 16.6 57.8 21.2 3.1 0.2 0.3
正味財産増加額 0.3 32.6 56.6 9.9 0.5 0.0 0.1
正味財産残高 1.3 15.0 56.3 20.0 7.5 0.0 0.0
正味財産増加額 0.0 41.3 46.3 10.0 2.5 0.0 0.0
正味財産残高 2.2 16.3 51.1 20.7 8.7 1.1 0.0
正味財産増加額 0.0 31.5 54.3 12.0 2.2 0.0 0.0
正味財産残高 1.6 13.8 49.0 25.3 8.7 0.8 0.8
正味財産増加額 0.8 31.2 52.2 11.9 4.0 0.0 0.0
正味財産残高 0.7 15.8 52.4 21.7 7.6 0.8 1.0
正味財産増加額 1.5 34.2 51.2 10.9 1.8 0.0 0.3
正味財産残高 0.0 18.4 50.0 21.4 8.2 0.0 2.0
正味財産増加額 0.0 32.7 48.0 14.3 4.1 0.0 1.0
正味財産残高 0.9 18.3 52.9 22.3 4.9 0.5 0.2
正味財産増加額 0.4 31.5 53.1 13.5 1.4 0.1 0.0
正味財産残高 0.0 20.3 55.7 22.8 1.3 0.0 0.0
正味財産増加額 0.0 27.8 59.5 11.4 1.3 0.0 0.0
正味財産残高 0.0 21.1 47.4 26.3 5.3 0.0 0.0
正味財産増加額 0.0 31.6 47.4 21.1 0.0 0.0 0.0
正味財産残高 0.0 24.2 57.6 18.2 0.0 0.0 0.0
正味財産増加額 0.0 22.7 66.7 10.6 0.0 0.0 0.0
正味財産残高 0.0 22.4 65.3 10.2 2.0 0.0 0.0
正味財産増加額 0.0 22.4 69.4 8.2 0.0 0.0 0.0
正味財産残高 0.0 7.1 82.1 10.7 0.0 0.0 0.0
正味財産増加額 0.0 14.3 78.6 7.1 0.0 0.0 0.0
正味財産残高 1.5 13.7 50.8 28.9 4.6 0.5 0.0









































































資産・負債項目 必要となる会計処理 団体数 不整合 割合
現預金以外に資産・負債なし 現金主義（単式簿記） 1,003 88 8.8%
流動資産・流動負債がある 発生主義（複式簿記） 6,128 1,688 27.5%






























































































































































































































































































































































































（付記：「NPO 法人財務データベース」は，平成 17 年度科学研究費補助金（研究成果公開
促進費）データベース課題番号 178058 の助成を受けている．）
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られ，特定団体への集中や独自事業の圧迫，下請け NPO の台頭によって，NPO の自立が阻
害される可能性があるとしている．また，後（2004）によれば，NPO は「人材や資金にお
いて外部に決定的に依存せざるを得ない存在」であり，委託事業等による政府資金の受入





































「実務者会議」は，「あいち協働ルールブック 2004」の理念に基づく NPO と行政の協働
を評価・検証する場として，2005 年 3 月に設けられたものであり，NPO の実務者 10 名，














（HM Treasury 2006，p.36）3．それに対して，イギリス会計検査院（National Audit Office 2005，



























































基準原価計算（Activity-based costing: ABC）の研究が行われてきた．そして，NPO の場合，
「提供するサービスは営利を目的としないという点を除けば，いわゆるサービス業の特徴
























ことにある（櫻井 1995a，p.105）．そして，サービス業に対して ABC を適用することによ
り，価格設定，原価管理，事業継続に関する意思決定などの目的に活用することができる
（小田切 1995）．また，ABC は NPO においても，事業の効率性を把握する上で一定の有効





























































































ると， NPO 法人の総支出に占める管理費の割合は 34%，事業費対管理費の割合は 1 対 0.54
であった．
したがって，事業費（又は人件費）の金額から，間接費を一定の割合でマーク・アップ

























7．法定福利費 8．租税公課 9．保険料 10．事務用
機器 11．備品の維持管理費 12．スタッフの採用コ










5．租税公課 6．保険料 7．消耗備品費 8．事務用
機器 9．備品の維持管理費 10．スタッフの採用コス











水道光熱費 4．保険料 5．消耗備品費 6．事務用機





5．租税公課 6．保険料 7．消耗備品費 8．事務用






























9 2004 年度における愛知県の NPO 法人の事業費総額は 45 億円，管理費総額は 24 億円であ
り，事業費対管理費の割合は 1 対 0.54 であった（580 団体分）．ただし，管理費が事業費よ
りも大きな団体を除くと，事業費総額は 40 億円，管理費総額は 12 億円であり，事業費対




















表 3 の左側 3 列は，企業に対する調査・設計業務の積算基準について，愛知県建設部（2005）
を参考に整理したものであり，右側 3 列は，それぞれの項目が NPO に対する委託事業にお
いて，どのように取り扱われているかを示している．























































































































































































































































































あり，行政は 92 万円で積算を行っているが，フルコストの試算結果は 183 万円となり，行
政による積算はフルコストの 50％をカバーしているに過ぎない（表 5）．
目的：県民・NPO からの各種相談に応じるとともに，NPO の運営に関してアドバイス等を
行い，県民の NPO 活動への参加を促進し，NPO の健全な運営を支援する
内容：県民や NPO からの会計・労務等の専門相談への対応（週 1 回，実働 8 時間，全 52
回）

























交通費 73,000 73,000 1,400円×52日






























































また，その中で 10 グループのワークショップを 4 回実施し，各グループにファシリテータ










































































































































































































員の人件費 3,677 万円（4 人分）を含めて，総額 7,198 万円で運営を行っていた．しかし，
指定管理が導入されたとき，開館時間が毎日 1 時間延長されたにもかかわらず，公務員 4
人分の予算が圧縮され，3,480 万円（直営時代の 48％）で運営が行われることになった13．
他方，協定書に定められたポスト数（9 時から 18 時 30 分まで 3 人以上，18 時 30 分から










る監査（地方自治法第 199 条第 7 項）や，個人情報保護及び情報公開等の条例への対応も
求められるため，行政本体に近い水準の管理体制を自前で整備する必要がある．そのため，
今回のケースでもフルコスト上，直接費の 30％として 883 万円の間接費を計上している．
この 883 万円という金額は，NPO が求める間接費としては，かなり大きなものに見える．
しかし，東京都（2006）が市場化テストのモデル事業を実施するにあたって，特定の事業







































































このような状況下において，本論文では第 1 章及び第 2 章において，法令及び制度の枠
内で行われる NPO 法人のディスクロージャー及び会計報告の課題について検討するととも
に，第 3 章では，民間主導で自主的に取り組まれている，さらなる情報公開の仕組みにつ
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